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大阪市立大学大学院	 都市経営研究科	 都市行政コース	 ワークショップ  
 
 

地域共生社会の実現に向けて 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ―社会福祉協議会の役割を中心に 

 
 
日	 時：平成 30 年 6月 15 日（金）	

場	 所：梅田サテライト 6階 107	

講	 師：西嶋	 善親氏（大阪市社会福祉協議会常務理事	 元大阪市福祉局長）	

議事録担当：M18AB503	 王	 慶飛	

 
 
 
【講師紹介】 
・西嶋善親氏、1979 年に大阪市役所に奉職し、あいりん地域での業務をはじめに、37 年

間、主に福祉エリアの業務に従事。西成区長、福祉局長を経て 2016 年 3 月末に定年退職

し、その 6月から大阪市社会福祉協議会常務理事に就任、現在に至る。	

 
【地域共生社会の実現に向けて（経緯）】 
平成 28 年 6月に「ニッポン一億総活躍プラン」閣議決定	

・女性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障がいや難病のある方も、家庭で、職

場で、地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる全員参加型の社会を実現。	

・経済成長の隘路である少子高齢化に真正面から立ち向かう。広い意味での経済政策として、子育て支

援や社会保障基盤を強化、それが経済を強くするという新たな経済社会システムを創る。⇒「究極の成

長戦略」	

・「地域共生社会の実現」を盛り込む	

平成 28 年 7月	 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部	

平成 28 年 10 月	 地域力強化検討会の設置	

平成 29 年 2月	 「地域共生社会」の実現に向けて、（当面の改革工程）を実現本部で決定	

平成 29 年 9月	 地域力強化検討会「最終とりまとめ」	

1.市町村における包括的な支援体制の構築	

	 ①他人事を「我が事」に変えていくような働きかけをする機能	

	 ②複合課題丸ごと・世帯丸ごと・とりあえず丸ごと	 受け止める場	

	 ③市町村における包括的な相談支援体制	

2.地域福祉（支援）計画	

3.自治体・国の役割	

平成 30 年 4月	 改正社会福祉法施行	

 
【地域共生社会とは】 
・制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超えて、地域住民や

地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸
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ごと」つながることで、住民一人の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 
 
【背景と方向】 
○公的な支援の「縦割り」から「丸ごと」への転換	

・個人や世代の抱える複合的な課題への包括的な支援と総合的なサービスの提供	

※2050 問題、ダブルケア、公的制度の狭間	

	

○「我が事」・「丸ごと」の地域づくりを育む仕組みへの転換	

・住民の主体的な支え合いと地域資源の活用による、安心感と生きがいのある豊かな地域

社会の創出。	

※社会の孤立、ゴミ屋敷問題、地域力の脆弱化（大都市）	

 
 
【地域共生社会の実現に向けた	 2000年頃～道のり】 
2000 年から、	

・介護保険制度の導入	

○措置制度⇒利用制度	

	 （行政が内容を決定⇒利用者と事業者で選択［対等］）	

○多様な主体の参画	

	 ※イコールフッティング	

	 ※規制緩和	

	 	 	 ↓	

2000～社会福祉法人による生活困難者に対する利用者負担額軽減制度の実施	

2017～社会福祉法人による地域貢献事業の責務化	

＜以降、障がい、児童の分野においても利用制度の導入＞	

	

・成年後見制度の導入（2000.4 施行）	

介護保険制度と「車の両輪」	

○精神上の障害（認知症、知的障害、精神障害）により判断能力が欠けている者を保護と支援。家庭裁

判所が成人後見人を選任	

○市町村長に法定後見開始の審判の申し立て権	

○介護士等の専門職と市民による後見人	

	

※地域福祉権利擁護制度（福祉サービス利用援助事業）	

※苦情解決のために、都道府県社協に運営適正化委員会を設置	

	

・地域福祉計画の策定	

2003.4～市町村地域福祉計画の策定（任意）	

2018.4～策定を努力義務。	

	 	 	 	 高齢、障がい、児童等の計画の上位計と位置づけ	

	

・市町村コード社会福祉協議会を地域福祉の推進役として明確に位置付ける	
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2005 年	

・地域包括ケアシステム（2025 年を目途）	

	 ○地域包括支援センターの創設	

	 ○高齢者の日常の生活圏域（具体的には中学校区、地域の事情）	

	

2012 年	

・自治体が地域包括ケアシステム推進の義務を担う	

	 ○在宅医療、介護連携の推進	 	

	 ○認知症施策の推進	 等	

	

2015 年	

・地域包括ケアシステムの推進	

	 介護予防、日常生活支援総合事業の創設	

○支援を必要とする軽度の高齢者への生活支援の必要性が増加	

○高齢者の社会参加、社会的役割を持つことが生きがいや介護予防に	

※生活支援コーディネーターの配置	

 
【地域包括ケアシステム】 

 
 
 
【高齢者世代の人口比率】 
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・生活困窮者自立支援制度の創設（2015.4～）	

○対象：現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持できないおそれのある者	

⇒「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他事情により」を追加	

	 （2018.10～	 改正の方向：事業当初より『断らない窓口』）	

※生活困窮者の尊厳と保持	

※就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤立等への包括的、早期的な支援	

※地域における関係機関、民間団体の緊密な連携等支援体制の整備	

（生活困窮者支援を通じた地域共生社会の実現に向けた地域づくり）	

	

・「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（2015.9）	

○新しい地域包括支援体制	

※包括的な相談から見立て、支援調整の組み立て＋資源開発	

※高齢、障がい、児童等への総合的な支援の提供	

＜高齢者の「地域包括ケアシステム」⇒「全世代、全対象型地域包括支援体制」＞	

○効果的、効率的なサービス提供のための生産性向上	

○総合的な人材の育成、確保	

 
【大阪市、区社会福祉協議会の 20年】 
「社会福祉協議会」とは	

・2000 年の社会福祉法改正で、「地域福祉の推進を図るを目的する団体」と法律上規定し、

市町村（区）社協を住民に身近な地域福祉の推進の担い手と位置付け。⇒法律明記	

・市町村（区）社協には、地域内の社会福祉を目的とする事業を経営するもの（社会福祉

法人等）、社会福祉に関する活動を行うもの（ボランティア団体等）が参加し、かつ社会
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福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加。⇒その地域に唯一	

・住民、ボランティア団体、民生委員・児童委員、社会福祉施設など福祉、保健、医療、

教育等の関係機関の参加と協力により「福祉のまちづくり」を目指して活動して活動を行

っている民間団体。⇒公共性の高い民間団体、中間支援団体	

	

	

	

	

	

	

・1951.5	 大阪市社会福祉協議会設立	

	

	

・1949.6	 大淀区社会福祉協議会設立	

・1950.2	 西成区社会福祉協議会設立	

・1951.3	 各区社会福祉協議会設立	

（1976~1994	 社会福祉法人化）	

	

・1948.6	 萩ノ茶屋福祉会設立（地域社協初、以

降順次各校下設立）	

 
 
【大阪市、区社協で行っている権利擁護の推進及び相談支援の主な事業】 
一、あんしんさぽーと事業（日常生活自立支援事業）	

○認知症高齢者の増加、地域で暮らす知的障がい、精神障がい者の増加に伴い、判断能力

が不十分な方々への権利擁護を推進する本事業の必要性は高い。	

○福祉サービス等利用援助、金銭管理サービス、預かりサービス等の事業	

・平成 29 年度末実利用人数	 3272 人	 	

	 平成 29 年度中相談件数	 	 161334 件	

・意思能力が著しく低下した利用者の成年後見制度への移行促進	

・平成９年 10 月から事業開始	

	

二、成年後見支援事業（大阪市成年後見支援センター事業）	

○制度及び申し立てに関する相談件数	 1276 件（平成 29 年度中）	

・うち専門職（弁護士、司法書士、社会福祉士）による相談	 243 件（同上）	

○市民後見人の養成	

・平成 29 年度の市民後見人バンク登録	 25 人	 （延び登録者	 242 人）	

・平成 29 年度の家庭裁判所の選任件数	 30 件	 （累計選任件数	 169 件）	

・平成 19 年 6月から事業開始	

※「成年後見支援の利用の促進に関する法律」の制定（平成 29 年 4月）	

	

三、地域包括支援センター事業	

○高齢者人口に応じ日常生活圏域に設置	

	 大阪市内では	 地域包括	 66 ヶ所	
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	 	 	 	 	 	 	 	 ブランチ	 68 ヶ所	

（社会福祉法人、社会福祉協議会、NPO、医療法人に委託。うち区社協は 25 包括、1ブラ

ンチ受託）	

○各区に一か所、認知症初期集中支援チームを設置している包括を認知症強化型地域包括

支援センターとして位置づけている。	

○平成 29 年度実績（市内全包括）	

・総合相談述べ件数（実人員）	 353,657 件（53,558 人）	

・相談実人員に対する訪問の割合	 46%	

・介護サービスに関すること	 	 	 27.5%	 	 	 経済生活問題	 	 	 24.4%	

	 介護予防サービスに関すること	 27.5%	 	 	 等	

	

地域包括支援センターの役割	

総合相談（身近な相談窓口）	 高齢者の介護、福祉、保健、医療や生活に関する相談	

虐待の早期発見・防止などの権利擁護	 高齢者虐待の通報窓口、早期発見・予防の取り組み	

成年後見制度利用促進、消費者被害の防止	

包括的・継続的ケアマネジメント	 介護支援専門員の後方支援、地域住民や関係機関の高齢者支援

のネットワーク構築	

地域ケア会議	 個別事例の支援内容の検討を通じたネットワーク構築、ケアマ

ネジメント支援、地域課題の把握、政策提言	

介護予防ケアマネジメント	 要支援 1、２及び事業対象者へのケアマネジメント業務	

	

四、地域おける要援護者の見守りネットワーク強化事業	

○孤立死に象徴されるような社会的孤立、災害時の避難支援等が全市的な課題であること

を受けて、平成 27 年度に事業開始。各区社協に「見守り相談室」を設置	

○福祉専門職の見守り支援ネットワーカー（コミュニティソーシャルワーカー）を配置し、

①災害時の支援や平時の見守りが必要な人の把握と見守り活動の推進	

②制度の狭間や孤立状態にある人への支援	

③認知症高齢者の行方不明時の早期発見	

	 という三つの機能を一体的に推進。	

	

○平成 27・28 年度の全市実績	

相談対応回数（のべ）	 	 51,758 件	

孤立死を防いだ事例	 242 件	

これまで専門的な支援に繋がっていなかっ

た人を支援につないだ事例	

1,785 件	

制度の狭間や複合的課題を抱える人への支

援事例	

805 件	

	

五、生活困窮自立相談支援事業	

○自立支援制度の各種事業の中で、社協のノウハウを活かすべく、自立相談支援事業を受

託（公募事業：H27.4～）	

○24 区中、23 区社協が受託、うち 8区で生活保護施設、法人と共同実施	

	 ・全国（H28 年度末）委託率：61.0％、うち社協受託：79.2%	

○大阪市 24 区の新規相談件数、就労者数は共に指定都市の中で最も多い。	
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	 ・新規相談件数（H28 年度）①大阪市	 8,419 件	 ②横浜市	 5,480 件	

	 ・就労者数（H28 年度）	 	 ①大阪市	 1,086 人	 ②横浜市	 884 人	

	

六、生活支援体制整備事業	

○高齢者の在宅生活を支えるため、生活支援コーディネーターを 25 年度から、各区社協

に順次 1名配置。Ｈ29 年度で全区社協に配置。	

○ボランティアや NPO、企業、社会福祉法人等多様な主体が参画する「協議体」を設置し、

定期的な情報共有や連携、協働の仕組みづくり。	

○地域に不足するサービスの創出やサービスの担い手の養成等の資源開発	

	

七、おおさか介護サービス相談センター事業	

○利用者からの苦情への対応だけでなく、サービス事業者からの相談や苦情にも対応する

ことで、介護サービスの質を高める。	

○一般的な相談と医療、法律、福祉、保健分野の専門相談、調停、斡旋	

平成 29 年度中の一般相談件数	 2,581 件	

平成 29 年度中の専門相談件数	 13 件（出勤回数	 25 回）	

地域包括支援センターからの相談	 118 件	

・平成 12 年 10 月に開設、平成 20 年 4月から運営受託	

	

八、その他	

○要介護認定・障がい支援区分認定調査事業	

○ボランティア振興事業	

○認知症高齢者相談支援サポート事業	 	 等	

 
【大阪市地域福祉活動推進計画（Ｈ30.4～3年間）】 
一、重点項目 1：地域福祉を担う人を拡げる（担い手）	

○活動に興味、関心を持つ人が参加しやすい情報発信ときっかけづくり、さらには活動の

担い手として踏み出しやすいような入口と受け皿づくりに取り組む。	

○高齢者の生活支援や介護予防、多様な世代の居場所や働く場づくりなど、具体的な地域

生活課題に対して、住民をはじめとする多様な主体（社会福祉施設、企業、商店、NPO な

どを含む）が強みを発揮して取り組む。	

	

〔市社協が中心となり進める事項〕	

○住民相互の助け合い活動（生活支援サービスなど）の展開に向けた支援	

○同テーマに関する区社協間の情報共有の場づくり、新たな活動の立ち上げや運営に向け

た支援。	

	

二、重点項目 2：人が集い、つながる場を拡げる（居場所）	

○生活のしずらさを抱える人たちが存在を認められ、役割を持つこともできる居場所をつ

くる。	

○一人ひとりを大切にする視点を基本としながら、支えが必要な時に気づき、手を差し伸

べることができるような居場所をつくる。	

○こどもたちやその家族の暮らしに目を向け、地域でのつながりを育む居場所を、こども

たちがつどいやすい圏域で拡げる。	
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〔市社協が中心となり進める事項〕	

地域こども支援ネットワーク事業の実施	

・支援団体や活動者育成・支援の取組	

・支援団体の情報発信及び情報共有のネットワーク構築	

・こども支援活動の広報・啓発	

	

①各区社協の住民相互の助け合い活動	

実施区社協名	 事業名称	

（社福）北区社会福祉協議会	 住民同士の助け合い活動「まちとも」	

（社福）福島区社会福祉協議会	 福島お助けネットワーク	

（社福）東成区社会福祉協議会	 きづくちゃん「たすけ愛」活動の会	

（社福）鶴見区社会福祉協議会	 まちの支え合い活動「あいまち」	

（社福）東住吉区社会福祉協議会	 とんずみサポート	

・利用したい方とサポートしたい方が登録して、区社協がマッチングする。	

・介護保険のあまり対象とならないような、日常の中での「ちょっとした困りごと」を支

えます（手の届かないところの拭き掃除や、植木や花壇の手入れ、買い物の同行、荷物の

整理、天井の電球の取り換えなど）。	

・有償の事業活動であるが、営利を目的とせず、お互いの気持ちを和らげ、感謝の思いを

謝礼金（1時間 5～6百円程度）で表している。	

	

〔地域活動へのきっかけとして〕	

○毎日をいきいきと過ごしたい。引っ越してきて地域になじんでいない。	

	 若い時は仕事ばかりで、地域とのつながりがないが、今後を考えると。	

〔今後の方向〕	

○今後、さらに各区社協でこの事業が展開されるように、市社協が支援する。	 	

	

②介護予防ポイント事業	

○事業の仕組み	

大阪市内にお住まいの 65 歳以上の方（大阪市介護保険第 1号被保険者）を対象に、介護

保険施設等のうち、「受入登録施設」として登録された施設等で、左記の活動を行うと、

ポイントがたまり、それを換金する仕組み。	

○事業のねらい	

事業への参加により、高齢者の外出機会の増加や社会参加の増進を図ることができ、参加

者本人が社会的な役割を持つことで、生きがいづくりや介護予防につなげることを目的。	

また、地域活動など、様々な活動へ参加するきっかけづくりをめざす。	

○ポイント	

・30 分~2 時間未満	 1 ポイント	

	 2 時間以上	 	 	 	 2 ポイント	

・換金の上限は、1日 2ポイント、年間 80 ポイントまで	

・1ポイントは 100 円に換金	

○活動内容	

・介護保険施設では、行事、レクリエーションなどの補助、話し相手、テーブル拭き等の

食事介助補助、清掃、館内外移動補助、その他将棋の相手、演技披露等。	
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・保育所では、行事、遊びなどの補助、安全確認、テーブル拭き等の給食等補助、花壇の

手入れ、水やり、園内の清掃、散歩や遠足の補助、洗濯、洗濯物整理等。	

〔受入登録施設（H30.5.14 現在）〕	

介護保険施設	 408 施設	

保育所	 100 施設	

○登録者数（H30.5.14 現在）	

2,329 人	

○他府県・他都市	

寝屋川市、東京都足立区、横浜市、福岡県朝倉市等で同様の事業を実施。	

	

	

③地域こども支援ネットワーク事業	

○こどもの貧困や孤立の問題、地域でのつながりの希薄化を背景として、多様な形態のこ

どもの居場所（こども食堂、学習支援など）が広がっている。	

○地域住民と社協、地域団体、民生委員・児童委員、社会福祉施設、企業・団体等が一体

となって、こどもの食の支援や学習支援をはじめ、こどもたちが身近に行くことができる

居場所づくりなどさまざまな取組みを推進し、地域でこどもを育む機運の醸成を図ること

を目的として、平成 30 年 4月に事業開始。	

（〔ミッション〕社会全体でこどもを支える仕組みづくり～こどもたちの幸せのために～）	

○取組み内容	

①活動団体の情報発信及び情報共有の場づくり	

②こども支援に関わる活動団体や活動者の育成・支援	

③こども支援活動の広報・啓発	

④支援企業の発掘及び支援内容の情報発信	

⑤活動団体への提供物資等の仲介及び調整	

⑥その他、こども支援に関すること	

 
【社会福祉協議体の役割】 
・「2025 年『問題』」と言われている。団塊世代（1947～1949 年生まれ）の方々全てが、

後期高齢者（75 歳以上）になる。2025 年を指して、その時の増大化する介護ニーズを考

えると今から手を打っていかないと、とされている。	

・確かに、統計上の予測として想定できるが、経済の高度成長期に、豊かな福祉制度を作

ってきた皆さんにとっては、今になって、「財源が足りなくなってきたから、地域や我々

に押し付けるのはおかしい。」「今頃になって急に言われても」と思われる気持ちも理解で

きる。（「第二の転換期」）	

・ただ、「地域福祉」に重点をおいた施策への転換は、社会福祉構造改革として、介護保

険制度が創設される 2000 年頃には既に始まっている。同時期に、経済も低調期に入り、

福祉制度も持続可能なものとしながら、少子高齢化の中で、高齢者の「地域包括ケア」の

確立が認められてくる。	

・そして、今日では更なる少子高齢化の進展から、社会保障の持続可能の問題に加え、個

人や世代での生活課題が 5080 問題など重複、複合化し、量的（財源問題、担い手不足）

に質的（制度からケア、日常生活圏域ごと）にも公的サービスだけでは解決できない状況

となっている。（「第三の転換期」）	

・社会福祉協議会は、相談常務を通じて具体的な地域生活課題に対応する（＝個別支援機
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能）とともに、そこから見えてきた課題を踏まえて、従来からの地域、施設、行政等との

協働関係や NPO、企業等との新たなつながりを活かして、住民及び関係団体の参画と協働

による取組みを提案と展開できること（＝地域支援機能）が強みと言える。	

・小さなエリアと地域での生活課題の解決には、特に住民同士のつながりの希薄化が進む

都市部において、住民主体の活動が不可欠であり、「地域共生社会」の実現に向けて、地

域福祉を推進し、住民と行政との中間支援組織として、社会福祉協議会の果たす役割は大

きいと思っている。	

	

【質疑応答】 
Q：女性と高齢者は地域ボランティアとして活躍できるか？	

A：福祉サービスのところで人員不足という状況の中で、地域活動に参加したい方、働く

ことを考える方、地域を支えながら、ボランティアとし地域で活動したい方がたくさんい

る。中でも、子ども食堂なら若い方がきてくれる傾向にある。	

（注釈）	

＊質問の主旨は、福祉ニーズが高く、サービスの担い手が不足している状況で、女性や高

齢者がボランティアとして活躍できる余地はあるのか、と理解しました。	

	 その回答の主旨は次のとおりです。	

確かにボランティアより有給でサービスに従事した方が良いと考える人も沢山おられ

るが、生活にさほど困られていない高齢者や女性の方の中には、地域に貢献したいと思っ

ておられる方もおられます。	

ただ、生活に困窮されている大人の方にはその状況に追い込んだのは自らの責任（自己

責任論）と考える風潮が近年高まっているようには見受けられます。一方で、子どもの貧

困には子どもにその責任はないと思われてり、現在、各地域で活動が活発となっている「子

ども食堂」には、積極的にボランティアが集まってきているように思われます。	

	

Q：介護予防ポイント事業はどれぐらいの予算があるか？そして、地域事業の交付金をど

うやって利用するか？	

A：活動者一人で年間 8000 円は大阪市が出してもらう。地域支援事業のなかでやっている。

介護保険の中でやるということはやりやすい。単独事業でやると市税を使えないので、介

護保険事業でやると、割合は保険料半分、このこの半分のうちの二分の一は国が出す。都

道府県は四分の一出す。大阪市は四分の一ということで、トータルで八分の一である。社

協の事業が展開しているうえで、介護保険の枠組みを使うことによって、事業がすすめや

すいということもあり、介護保険のポイント事業についてはそこからさせてもらう。介護

保険がついているので、65 歳以上の被保険者が対象として活動している。位置付けは 65

歳以上の方の生きがい対策としてやる。	

（注釈）	

＊介護ポイント事業の大阪市の予算は、年間 3千万円程度でその中には市社協の事務費も

含まれており、高齢者に直接対価として支払っている額はそんなに多い訳ではありません。	

そのため今後も利用者を増やしていく必要があると考えています。	

	 費用の説明は少し解りにくかったかもしれません。介護保険制度の仕組みは、社会全体

で高齢者を介護していくという主旨から、その財源の半分は利用者等の保険料、その半分

が税金（国と府と大阪市）で賄っています。介護保険制度を活用して介護ポイント事業を

大阪市が実施しても、実際にはその費用の全額の 8分の１しか必要としません。そのため、

介護保険を活用して事業を起こすことで財源確保を容易にした訳です。その結果、介護保
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険制度の枠内の実施ということで、高齢者の介護予防を果たすという位置づけをし、対象

者を 65 歳以上の高齢者と限定したところです。	

	 社協が独自に介護保険の費用を使わずに、この事業を実施した場合には、対象者を高齢

者に限定する必要はありません。	

	

Q：2025 問題に関する内容の中に我が事・丸ごとの全面展開という話があるが、全面展開

が具体的に何があるか？	

A：①各地域おける体制の拡充と充実すること。②高齢者向けの地域包括ケア。③全世帯

全対象向けの地域包括支援体制。④地域共生社会の実現。	

（注釈）	

	 ＊この質問にどのように答えるのか何時も悩んでいるところです。	

特別養護老人ホームや保育所を何か所整備するとか、生活に困っている方に幾ら手当を

渡すとかというと、そのための予算を確保して施設整備、制度を創れば良いのですが、我

が事、丸ごとと言われても、どのような状況になれば完成するのか、明らかな定義がある

ようでないと感じているのです。	

大きな主旨は、高齢者や障がい者、子育て家庭など何らかの生活上の困難を抱えておら

れる方々が満足してその地域で生活できるようにすることとで、それを可能とする制度等

を構築していくことですが、最終的にはその方々の満足度の問題であって、それぞれのケ

アの内容に関わる問題でもあります。	

国レベルでは、大きなところで医療費や介護費の削減といった大きな目標もあると思わ

れます。	

自治体レベルでこの 2025 年問題に関わる者にとっては、Ａにあるような個別のパーツ

の体制を拡大、充実していくことで、そのための様々な解決に向かう手法（ツール）を拡

げていくことを当面実施していくこととし、2025 年に向けて事業を積み上げているとこ

ろであります。	

	

Q：地域で外国人にも提供しているサービスもあるか？	

A：法律の上では日本人に対象となっているが、実際の困窮状態には日本人の方々も、外

国人の方々にも生活援助を提供されている。	

（注釈）	

＊例えば、生活保護は法律では日本人のみとなっていますが、実質的には国の通達で外国

人にも同様の支給内容となっています。一時、入国してからすぐに生活保護を申請するケ

ースが増えて問題となりましたが、これも入国管理の課題となったように記憶しています。	

	 介護保険はその自治体に住所のある方が被保険者となりますので、保険料を納付して給

付を受けることができます。国民健康保険も自治体に申請して加入することになります。	

	 ただ、いずれも支給・給付額が増大し、財政的に逼迫している状況ですので、外国人の

方だけではないですが、この制度を利用するに際して、不正や不適正がないかなど、いつ

も関心が寄せられています。	


